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はじめに 

 

 

国は、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の中で、人口減少について、日々

の生活においては実感しづらいが、このまま続けば人口は急速に減少し、その結

果、将来的には経済規模の縮小や生活水準の低下を招き、究極的には国としての

持続性すら危うくなるとしている。また、この困難な課題に、国と地方公共団体

が力を合わせて取り組んでいくことが何よりも重要であるとしている。 

 

長崎県も、「長崎県長期人口ビジョン」の中で、本県が置かれている厳しい現実

に真正面から向き合い、県・市町、企業、県民等の総力を結集して人口減少対策

に取り組んでいく必要があるとしている。 

 

本市としては、これまでも、企業誘致による雇用の確保、規制緩和による土地

利用の促進、こども準夜診療センターを始めとする子育て支援の充実など、本市

の総合力を高めるためのまちづくりを進めてきた。今後、本市においても進行し

ている少子高齢化と人口減少という難問に対処していくためには、相当の長期に

わたり、市民や関係各方面と連携した継続的な取組が必要と考えているところで

ある。 

 

国や長崎県が本格的に人口減少対策を進めていこうとしている中、これを機に、

本市の人口の現状と将来の姿を示し、市民や産業界、大学、金融機関、関係団体

等と市が認識を共有しながら、総力を挙げて少子高齢化、人口減少の克服を目指

していくこととする。 
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１ 人口問題に対する基本認識 

（１）日本における人口の動き 

日本の人口は、平成２０（２００８）年の１億２，８０８万人を概ねピー

クとして減少が始まった。合計特殊出生率（以下「出生率」という。）は、昭

和５０（１９７５）年代以降から急速に低下し、人口が長期的に維持される

水準（２．０７。（以下、「人口置換水準」という。））を下回る状態が続いて

いるが、戦後のベビーブーム世代という人口の塊があったために、出生率が

下がっても出生数が大きく低下しなかったことや、平均寿命が延びたことか

ら人口の増加が続いてきた。しかし、ついに人口減少の局面に入ったもので

あり、今後、減少スピードが加速していくと考えられている。 

地域別に見ると、出生率の低い東京圏への人口の一極集中が続いており、

特に１５～１９歳の若い世代が大学進学時に東京圏へ転入し、卒業後に地元

へ戻る動きが減少していることや地方大学卒業生が東京圏へ移動する傾向が

強まっていることから、このまま推移すると「過密の東京圏」と「人が極端

に減った地方」が併存するような形で人口減少が進行する可能性が高く、こ

うした人口移動は、厳しい住宅環境や子育て環境などで、地方に比べて低い

出生率にとどまっている東京圏に若い世代が集中することによって日本全体

としての人口減少に結びついているとされている。 

【第１図】日本の総人口の推移 

 

 

 

【第２図】日本の出生数と合計特殊出生率 
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（出典：厚生労働省「人口動態統計」） 

出生数 

合計特殊出生率 

第２次ベビーブーム 

（1971～1974年） 

2,091,983人 

2014年 
1.42 

1966年 

ひのえうま 

1,360,974人 

第１次ベビーブーム 

（1947～1949年） 

最高の出生数 

 2,696,638人 

2014年 

最低の出生数 

1,003,539人 

8,411  

10,467  

12,708  

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

昭和 

25 

('50) 

昭和 

30 

('55) 

昭和 

35 

('60) 

昭和 

40 

('65) 

昭和 

45 

('70) 

昭和 

50 

('75) 

昭和 

55 

('80) 

昭和 

60 

('85) 

平成 

２ 

('90) 

平成 

７ 

('95) 

平成 

12 

('00) 

平成 

17 

('05) 

平成 

22 

('10) 

平成 

25 

('13) 

平成 

26 

('14) 

（万人） 

（出典：総務省統計局「国勢調査」、「推計人口」） 

平成20年 12,808万人 
（概ねﾋﾟｰｸ） 



 

- 3 - 

（２）長崎県における人口の動き 

長崎県の人口は、昭和３５（１９６０）年の１７６万人をピークとして平

成２２（２０１０）年には１４３万人に減少している。全国よりも約５０年

早く人口減少が始まっており、近年では毎年１万人程度減少するペースとな

っている。 

自然増減は、出産可能性が高い２０～３９歳女性人口の減少等により出生

数は減少する中、平均寿命の延伸等により横ばいで推移してきた死亡数は

徐々に上昇傾向にあり、平成１３（２００１）年には死亡数が出生数を上回

り、全国よりも１０年早く自然減の状態となっている。 

社会増減を見ると、炭鉱の閉山があった昭和３０（１９５５）年から４０

（１９６５）年代をピークとして転出超過が常態化しており、超過数は現在

６，０００人程度で推移している。 

なお、県内市町間の転出入を見ると、平成２６（２０１４）年においては、

長崎市、島原市、諫早市、大村市の４市のほか３町が転入超過となっている。 

【第３図】 長崎県の総人口の推移 
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（３）本市の人口減少と少子高齢化の進行 

ア 総人口と年代別人口の推移 

本市の人口は、人口減少と少子高齢化が緩やかに進行している。総人口

は、国勢調査の結果では、昭和５０（１９７５）年から増加を続けてきたが、

平成１２（２０００）年の１４万４，２９９人をピークとして平成２２  

（２０１０）年には１４万７５２人で、ピーク時から３，５４７人減少して

いる。 

年代別に見ると、年少人口（１４歳以下）が昭和６０（１９８５）年を

ピークに減少、生産年齢人口（１５～６４歳）は平成１２（２０００）年を

ピークに減少を続けている。これに対し、老年人口（６５歳以上）は増加を

続けており、平成１２（２０００）年には年少人口を逆転した。 

【第５図】 本市の総人口と年代別人口の推移 
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【第６図】 本市の自然増減と社会増減の推移 
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【第７図】 本市の将来人口の推計 
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（５）人口減少が与える影響 

人口減少が与える影響として、次のことが考えられる。 

 日常生活に不可欠な日用品を購入できる小売店舗の減少など民間利便

施設の撤退や空き店舗の増加、タクシーや路線バス、鉄道の交通機関

の縮小。 

 

 これまで自治会等が中心となって行ってきた地域コミュニティ活動

（清掃活動、体育行事、お祭り、支え合い、防犯活動）が担い手の減

少により機能が低下。 

 

 担い手（人手）の不足による農業や製造業など、第１次・第２次産業

の活力低下、小売・卸業等のサービス産業の縮小。 

 

 高齢化の進展と働き手の減少により、働き手一人に対する社会保障費

の負担増。 

 

 市税収入が減少し、公共施設の維持管理や更新といった市民に対する

行政サービスの低下。 
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２ 今後の基本的視点 

（１） 基本的な考え方 

少子高齢化・人口減少への対応については、以下の二つの戦略を同時並行

で進めていくことが必要であり、こうした観点から、①人口流出に歯止めを

かける、②就労・結婚・出産・子育ての希望をかなえる、③人口減少を乗り

越えるまちづくりに取り組んでいくことが重要である。 

ア 人口減少に歯止めをかけ、人口構造を変える「積極戦略」 

出生率の向上や社会移動の改善により、人口減少に歯止めをかけ、将来的

に人口構造そのものを変えていこうとするものである。 

イ 今後の人口減少に対応する社会システムをつくる「調整戦略」 

出生率の向上や社会移動の改善を図っても、今後数十年間の人口減少は避

けられないと考えられることから、今後の人口減少に対応し、効率的かつ効

果的な社会システムを再構築するものである。 

（２） 人口流出に歯止めをかける 

社会移動が転出超過の傾向にある状態を改善し、県内あるいは県外への人

口流出に歯止めをかけ、本市の活力の維持・向上を図る。 

（３） 就労・結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

人口減少を克服するため、人々が安心して働き、希望どおり結婚・出産・

子育てをすることができる社会経済環境を実現する。 

（４） 人口減少を乗り越える「まち」をつくる 

市街地、市街地近隣、中山間地域等それぞれにおいて、人口減少に伴う変

化に柔軟に対応し、地域の特性に即して、地域が抱える課題の解決に取り組

んでいく。 
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３ 目指すべき将来の方向 

（１） 本市の人口の将来展望 

 ア 前提となる国の長期ビジョン 

日本の総人口は、社人研の推計によると、このまま推移すれば平成７２  

（２０６０）年には８，６７４万人にまで落ち込むと推計されている。国の

長期ビジョンでは、仮に出生率を平成２５年（２０１３年）の１．４３から

平成４２（２０３０）年に１．８（若い世代の結婚・子育ての希望を実現し

た場合の水準（国の希望出生率））、平成５２（２０４０）年に２．０７    

（人口置換水準）まで回復するならば、平成７２（２０６０）年の人口は、    

１億２００万人程度となり、平成２５（２０１３）年の１億２，７３０万人

と比較して約２割程度の減少にとどまるという見通しが立てられている。 

イ 県の長期人口ビジョン 

   長崎県の総人口は、社人研準拠推計によると、平成７２（２０６０）年

には７８万人まで減少するとされている。県の長期人口ビジョンにおける

将来展望では、出生率は県の希望出生率２．０８を平成４２（２０３０）年

に達成するとともに、社会移動の均衡を平成５２（２０４０）年に達成する

ことで、平成７２（２０６０）年において１００万人程度の人口水準の確保

を目指していくこととされている。 

ウ 本市の長期人口ビジョン 

① 出生率の向上 

平成２７年５月の「『結婚・妊娠・出産・子育ての意識調査』結果分析

報告」（長崎県実施）を基に、本市で試算した希望出生率は２．２である。 

また、平成２５（２０１３）年の本市の出生率が１．５６と、全国の       

１．４３よりも高い水準であることから、国の長期ビジョンよりも１０年

前倒しで出生率の向上を図ることとし、平成４２（２０３０）年に人口置

換水準の２．０７達成を目指す。さらに平成５２（２０４０）年には、県

の長期人口ビジョンに準拠した場合の本市の出生率２．１１を目指す。早

期の段階で出生率を回復させることで、人口減少に歯止めをかける。 

② 社会移動の改善 

社会移動については、転入を増やし、転出を減らす改善を図ることとす

る。前提として、０歳から１４歳、２５歳から４９歳の年代に対して改善

を図り、１５歳から２４歳は大学進学等を考慮し、近隣市町への転出のみ

改善の対象とする。なお、５０歳以上の年代については、現状でも社会増
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減はほぼ均衡しているため、特に改善の対象とはしない。 

この場合において、社人研準拠推計を基本として転入を５％増やし、転

出を５％（近隣市町への転出は３分の１程度）減らすことができれば、   

１０歳から１４歳までの人口は一旦進学等で減少するが、２０年後の３０

歳から３４歳までの年代となったときに、そのほとんどを回復することと

なる。本市としては、この水準を目指すことで人口減少に歯止めをかける。 

【第８表】出生率の向上と社会移動の改善 

近隣以外 近隣市町

２．０７ ２．１１ ＋５％ △５％ △３３％

※近隣市町への転出は、市が実施した転入・転出アンケートにお

いて、約３割が「住宅事情」を理由に転出していることを踏ま

え、上乗せして改善を図る。

合計特殊出生率 社会移動の改善

社人研試算を基準として、１０年間

（２０２５年まで）で段階的に改善

平成４２年

（２０３０年）

平成５２年

（２０４０年）
転入

転出

※

 

③ 人口の将来展望 

前述の出生率の向上と社会移動の改善を行えば、平成７２（２０６０）

年における本市の推計人口は、約１３万人となる。本市の人口の将来展望

としては、平成７２（２０６０）年に１３万人程度の水準を目指すことと

する。 

【第９図】本市の人口の将来展望 
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（２） 地方創生で目指す諫早市の将来の姿 

 ア 地方創生への取組方針 

本市は、目指すべき将来展望を達成するため、少子高齢化の進展に的確に

対応し、人口減少の歯止めと人口の東京一極集中の是正を目的として平成 

２６年１１月に制定された「まち・ひと・しごと創生法」に基づく「諫早市

まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「本市総合戦略」という。）を策定

し、地方創生に取り組む。この過程において、以下の事項に留意していく。 

① 本市の地域資源を活かす 

本市には、身近にありすぎて気づきにくい自然景観や文化、地場産品な

どの地域資源があり、この潜在的な本市の強みを見つめ直し、地域の活力

となるような価値を見出して磨き上げていくことが重要である。 

このため、地域に「無いもの」をねだるのではなく、「有るもの」を探

し、活かしていくとともに、「無いもの」をチャンスととらえ、チャレン

ジしていく。 

② 新しい「ひと」の流れによる創造都市の実現 

今後、本市の潜在力を充分に引き出していくためには、市の総力を挙げ

るとともに、地域外の人材を取り込んで地域に気づきや刺激を与え、外部

の良さを取り込み、積極的につながっていくことで新たな発想や活動の原

動力としていくことも必要である。こうした新しい「ひと」の流れにより

新しい価値を創造していくことが地域の維持・活性化につながっていく。 

③ 生活の基盤を基本にした取組 

昔から言われてきた「衣食住」のような生活の基盤を大事にしていくこ

とが地方創生を進める上で重要である。今の時代の生活基盤を政策的に言

えば、土地利用の促進などによる住宅地の供給が「住」である。また、企

業誘致などによる雇用の促進が新たな「職」であり、医療、福祉、教育や

商業施設等といった公的・民間を合わせた市民のための総合的なサービス

の向上が新たな「為」である。こうした「為職住」、すなわち、居住環境

や雇用の確保、サービスや利便性の向上を政策の基本にしながら、地方創

生に取り組んでいく。 

イ 人口の若返りによる活力の創生 

今後、本市総合戦略を実行していくことによって「しごと」がつくられ、

それが「ひと」を呼び、さらに「ひと」が「しごと」を呼びこむ好循環が確

立されれば、「まち」に新たな活力が生まれ、人々が安心して働き、希望どお
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り結婚し、子どもを産み育てることができる地域社会が実現する。 

地方創生が実現し、人口減少に歯止めがかかれば、人口が若返ることとな

る。人口の若返りにより、若い人材が地域資源を活かしながら、活力ある地

域社会を創生していくことが期待できる。そのためには、市民や産業界、大

学、金融機関、関係団体等と市が一体となって地方創生に取り組むことが重

要であり、これによって直面する少子高齢化・人口減少を乗り越えていくこ

とが次世代を担う子どもたちに対する私達の責務である。 

  



 

- 12 - 

資料編 

１ 日本の人口動向と将来展望 

【第１－１図】 合計特殊出生率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第１－２図】 三大都市圏への人口移動の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第１－３図】 日本の総人口と将来展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」） 
（注）東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県  大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 
   三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域 
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【社人研】 

2060年 8,674万人 

2060年 1億 194万人 

9,026 万人 

4,286 万人 

 
平成20年 1億 2,808万人 

（概ねピーク） 

○ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位））によると、
2060年の総人口は約8,700万人まで減少すると見通されている。 

○ 仮に、合計特殊出生率が2030年に1.8程度、2040年に2.07程度（2020年には1.6程度）まで上昇すると、2060年の人口
は約1億200万人となり、長期的には9,000万人程度で概ね安定的に推移するものと推計される。 

○ なお、仮に、合計特殊出生率が1.8や2.07となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の定常人口が概ね300万人程度少な
くなると推計される。 
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全 国 

東京都 

諫早市 

長崎県 

神奈川県 

千葉県 

埼玉県 

△ 80 

△ 60 

△ 40 

△ 20 

0

20

40

60

（万人） 

▲65.1万人 

地方圏 

37.7万人 

21.1万人 

東京圏 

大阪圏 

名古屋圏 6.3万人 10.9万人 

▲0.1万人 
▲1.2万人 

▲9.7万人 

第１人口移動期 
（1960～1973） 

オイルショック 

第１人口 

移動均衡期 

（1973～1980） 

第２人口移動期 
（1980～1990年代） 

バブル崩壊 

第２人口移動均衡期 
（1993～1995） 

第３人口移動期 
（2000～） 

地方圏からの転出超過ピーク 

(2014年) 

（出典：まち・ひと・しごと創生長期ビジョン） 



 

- 13 - 

２ 長崎県の人口動向と将来展望 

【第２－１図】 長崎県の出生数・死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第２－２図】 長崎県の転入数・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第２－３表】 県内市町の転入数・転出数（平成２６年） 

 

 

 

 

 

 

 

転入 転出 転出入 転入 転出 転出入
長崎市 5,471 5,215 256 8,500 9,800 △ 1,300 △ 1,044

佐世保市 3,322 3,415 △ 93 6,389 7,482 △ 1,093 △ 1,186
島原市 781 761 20 619 900 △ 281 △ 261
諫早市 2,753 2,502 251 2,709 3,059 △ 350 △ 99
大村市 2,173 1,566 607 2,115 2,437 △ 322 285
平戸市 420 635 △ 215 454 542 △ 88 △ 303
松浦市 326 341 △ 15 393 472 △ 79 △ 94
対馬市 445 560 △ 115 789 1,118 △ 329 △ 444
壱岐市 290 306 △ 16 419 602 △ 183 △ 199
五島市 553 750 △ 197 611 777 △ 166 △ 363
西海市 490 731 △ 241 399 440 △ 41 △ 282
雲仙市 733 945 △ 212 644 872 △ 228 △ 440

南島原市 587 680 △ 93 494 775 △ 281 △ 374
長与町 1,485 1,377 108 706 925 △ 219 △ 111
時津町 985 1,186 △ 201 756 781 △ 25 △ 226

東彼杵町 168 219 △ 51 74 128 △ 54 △ 105
川棚町 343 357 △ 14 151 233 △ 82 △ 96

波佐見町 270 246 24 219 284 △ 65 △ 41
小値賀町 42 64 △ 22 41 41 0 △ 22
佐々町 532 360 172 170 232 △ 62 110

新上五島町 304 423 △ 119 239 356 △ 117 △ 236
県　計 22,473 22,639 △ 166 26,891 32,256 △ 5,365 △ 5,531

（出典：平成26年長崎県異動人口調査）

市町別
県内 県外

社会増減

1.1  

1.7  

0

1

2

3

4

5

6

昭和 

25 

('50) 

昭和 

30 

('55) 

昭和 

35 

('60) 

昭和 

40 

('65) 

昭和 

45 

('70) 

昭和 

50 

('75) 

昭和 

55 

('80) 

昭和 

60 

('85) 

平成 

2 

('90) 

平成 

7 

('95) 

平成 

12 

('00) 

平成 

17 

('05) 

平成 

22 

('10) 

（万人） 

（出典：厚生労働省「人口動態統計」） 

出生数 

死亡数 

△ 10 

△ 8 

△ 6 

△ 4 

△ 2 

0

2

4

6

8

昭和 

29 

('54) 

昭和 

34 

('59) 

昭和 

39 

('64) 

昭和 

44 

('69) 

昭和 

49 

('74) 

昭和 

54 

('79) 

昭和 

59 

('84) 

平成 

元 

('89) 

平成 

6 

('94) 

平成 

11 

('99) 

平成 

16 

('04) 

平成 

21 

('09) 

平成 

26 

('14) 

（万人） 

（出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」） 

転入 

転出 

超過数 

万人 

万人 

2.3万人 

△0.6万人 

2.9万人 

(平成 26年) 

（平成 26年） 



 

- 14 - 

【第２－４図】 長崎県の総人口と将来展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 本市の人口動向と将来展望 

（１）本市の人口動向 

【第３－１－１図】 本市の出生数・死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－１－２図】 合計特殊出生率の推移 
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【第３－１－３図】 本市の平均初婚年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－１－４図】 本市の転入数・転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－１－５図】 本市の５歳階級別の社会増減（平成２５年） 
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【第３－１－６図】 本市の地域別人口の推移 
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昭和 

35 
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昭和 

40 
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昭和 
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昭和 

50 
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昭和 

55 
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昭和 

60 
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平成 
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平成 
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12 

('00) 

平成 
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22 
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（人） 

（出典：総務省統計局「国勢調査」） 

諫早中央  小栗  小野  有喜 

 真津山  本野  長田 多良見地域 

森山地域 飯盛地域 高来地域 小長井地域 
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【第３－１－７表】 本市の産業別の就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－１－８図表】 本市の昼間人口・昼夜間人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ有効求人 Ⓑ有効求職 Ⓒ求人倍率（Ⓐ/Ⓑ）

　管理的職業 12 7 1.71

　専門的・技術的職業 723 573 1.26

　事務的職業 293 942 0.31

　販売の職業 482 310 1.55

　サービスの職業 972 646 1.50

　保安の職業 81 28 2.89

　農林漁業の職業 53 39 1.36

　生産工程の職業 597 275 2.17

　輸送・機械運転の職業 145 149 0.97

　建設・採掘の職業 134 93 1.44

　運搬・清掃等の職業 296 658 0.45

　分類不能の職業 0 87 0.00

3,788 3,807 1.00

※平成27年3月職業別 ハローワーク諫早管内

職業別

計

146,116  

147,257  

142,252  

144,299  144,034  

140,752  

1.0126  

1.0224  

1.0107  

1.0000

1.0050

1.0100

1.0150

1.0200

1.0250

1.0300

136,000

138,000

140,000

142,000

144,000

146,000

148,000

平成12年 平成17年 平成22年 

（昼夜間人口比率） （昼間人口(人)） 

（出典：総務省統計局「国勢調査」） 

昼間人口 

総人口 

昼夜間人口比率 

調査年 総人口

当地に常住する

就業者・通学者

数

当地で従業・通

学する就業者・

通学者数（従

業・通学地不詳

を含む）

昼間人口 昼夜間人口比率

A B C D=A-B+C D/A

平成12年 144,299 76,658 78,475 146,116 1.0126

平成17年 144,034 75,775 78,998 147,257 1.0224

平成22年 140,752 72,100 73,600 142,252 1.0107

平成12年 平成17年 平成22年 H22-H12

66,326 67,868 64,570 △ 1,756

   第 １ 次 産 業  5,079 4,880 4,250 △ 829

A 農林業 4,779 4,610 4,039 △ 740

B 漁業 300 270 211 △ 89

   第 ２ 次 産 業  17,995 15,680 14,341 △ 3,654

C 鉱業 218 120 49 △ 169

D 建設業 7,411 6,470 5,564 △ 1,847

E 製造業 10,366 9,090 8,728 △ 1,638

   第 ３ 次 産 業  42,976 46,938 43,406 430

F 電気・ガス・熱供給・水道業 293 270 255 △ 38

G 運輸・通信業 3,860 3,660 3,462 △ 398

H 卸売・小売業 11,837 12,011 10,624 △ 1,213

I 飲食店，宿泊業 2,933 3,624 3,417 484

J 金融・保険業 1,519 1,460 1,376 △ 143

K 不動産業 442 900 652 210

L 医療，福祉 7,373 9,790 10,309 2,936

M 教育，学習支援業 3,348 3,192 3,174 △ 174

N 複合サービス事業 934 770 572 △ 362

O 学術研究，専門・技術サービス業    1,460 1,384 －

P 生活関連サービス業，娯楽業 2,471 2,277 －

Q サービス業（他に分類されないもの） 7,493 4,700 3,134 －

R 公務（他に分類されないもの） 2,944 2,630 2,770 △ 174

 　分類不能の産業 276 370 2,573 2,297
※平成12年及び17年は、新産業分類特別集計結果による。 （出典：総務省統計局「国勢調査」）

 産  業（大分類）
就　業　者　数　（人）

 総数
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（２）本市の将来展望 

ア 社人研準拠推計による将来人口推計の推移 

【第３－２－１図】本市の高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－２－２図】本市の出生数と死亡数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－２－３図】本市の自然増減と社会増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 188 
△ 352 

△ 643 

△ 845 

△ 971 

△ 1,085 

△ 1,223 

△ 1,336 △ 1,362 △ 1,353 △ 1,324 

△ 150 
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平成 
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平成 
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('50) 

平成 
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('55) 

平成 

72 

('60) 

（人） 

（出典：長崎県異動人口調査、社人研準拠推計） 
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社会増減 
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27.7% 
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37.9% 
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20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%
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平成 
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('40) 

平成 
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('45) 

平成 
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('50) 

平成 

67 

('55) 

平成 

72 

('60) 

（出典：総務省統計局「国勢調査」、社人研準拠推計） 
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642  
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508  466  
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1,852  

1,935  1,978  1,928  
1,860  

1,790  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
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22 

('10) 

平成 

27 

('15) 

平成 

32 

('20) 

平成 

37 

('25) 

平成 
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('30) 

平成 

47 

('35) 

平成 
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('40) 

平成 

57 

('45) 

平成 

62 

('50) 

平成 

67 

('55) 

平成 

72 

('60) 

（人） 

（出典：長崎県異動人口調査、社人研準拠推計） 

出生数 

死亡数 
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イ 本市の将来展望に必要な調査・分析 

①「結婚・妊娠・出産・子育ての意識調査」（長崎県実施）による調査結果 

    平成２７年１月から２月にかけて、県内に居住する２０～４９歳の男女

を無作為抽出し、郵送による配布・回収の方法で調査が行われた。以下は、

本市分の調査結果を抜粋したものである。 

＜諫早市分調査結果＞ 

【第３－２－４図】 理想子ども数と実際の予定子ども数 

 理想子ども数は「３人」が最も多いが、実際の予定子ども数では「２人」が最も多

く、その主な理由として「子育てや教育に費用がかかりすぎる（８３．６％）」、「高

年齢で産むのは嫌だから（３２．８％）」、「自分の仕事に差し支える（３０．５％）」

が上位を占めている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－２－５図】 理想子ども数より実際の予定子ども数が少ない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0人, 4.3 

1人, 1.9 

2人, 
37.8 

3人, 
48.9 

4人, 5.9 

5人, 0.3 
無回答, 

0.9 

（理想子ども数） 

（n=323） 

0人, 7.1 

1人, 
12.1 

2人, 
50.8 

3人, 26 

4人, 2.2 

無回答, 
1.9 

（実際の予定子ども数） 

（n=323） 

83.6 

32.8 

30.5 

27.3 

14.1 

13.3 

10.9 

8.6 

7.8 

5.5 

4.7 

3.9 

3.9 

3.1 

子育てや教育にお金がかかりすぎるから 

高年齢で産むのは嫌だから 

自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから 

育児の心理的・肉体的負担が大きいから 

その他 

末子が定年退職までに成人してほしいから 

健康上の理由から 

子育てを手助けしてくれる人がいないから 

欲しいけれどもできないから 

子どもがのびのび育つ環境ではないから 

家が狭いから 

自分や夫婦の生活を大切にしたいから 

無回答 

配偶者の家業・育児への協力が得られないから （n=128） 

（％） 

※nは標本数。（以下同じ。） 
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【第３－２－６図】 子どもの数を増やすために必要な支援策 

 「子育てに伴う経済的負担の軽減（６４．６％）」、「保育所等の整備（５０．９％）」、

「産前産後休暇・育児休暇取得後の復職保証（身分・給与・待遇など）（５０．４％）」

が上位を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－２－７図】 結婚しない理由 

 結婚しない理由は、「精神的に自由でいられる（４７．１％）」、「結婚したいと

思える相手がいない（４１．２％）」、「家族を養うほどの収入がない（２３．５％）」

が上位を占めている。 

 

 

 

 

 

64.6  

50.9  

50.4  

45.7  

33.6  

31.3  

27.7  

23.6  

22.5  

21.0  

20.1  

18.9  

17.2  

12.4  

10.6  

9.9  

9.8  

9.6  

8.0  

7.8  

3.6  

子育てに伴う経済的負担の軽減 

保育所等の整備（待機児童解消） 

産前産後休暇・育児休業取得後の復職保証 

子育てしやすい職場環境の整備 

若者の就労支援 

育児休業制度等についての取組の推進 

不妊治療などの出産支援 

小児医療体制整備など子どもの健康支援 

子どもが遊べる場所（屋内・屋外）の整備 

放課後児童クラブ（学童保育）の整備 

結婚支援 

無回答 

子育てと仕事の両立意識の普及・啓発 

子育てに適した住宅の供給 

親子が集まり相談する場所の整備 

地域で子育てを支援する活動の充実 

教育環境の整備 

妊娠、出産に関する情報提供、啓発 

乳幼児の保健指導や育児相談の充実 

子育ての楽しさや大切さの普及・啓発 

その他 （n=323） 

（％） 

47.1 

41.2 

41.2 

23.5 

17.6 

17.6 

17.6 

5.9 

0 

精神的に自由でいられる 

結婚したいと思える相手がいない 

その他 

家族を養うほどの収入がない 

経済的に自由がきく 

異性とうまく付き合えない 

仕事（学業）に打ち込みたい 

結婚資金が足りない 

まだ若すぎる （n=17） 

（％） 
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【第３－２－８図】 必要な結婚支援策 

 必要な結婚支援策は、「安定した雇用の供給（８１．１％）」の割合が、「結婚祝

い金などの経済的支援（５０．５％）」、「婚活イベントなどによる出会いの場の提

供（２３．８％）」が上位を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②転入・転出アンケートによる調査結果 

平成２６年６月１日から平成２７年５月３１日までの本市への転入者、

市外・県外への転出者を対象に転入・転出の理由について、住民票異動届

の提出時にアンケートを行った。 

    転入・転出の理由は、県内県外ともに「就職関係」が半数以上を占めて

おり、次に「婚姻・家族関係」、「住宅事情」が上位を占めている。 

【第３－２－９図】 本市への転入理由（転入前の住所別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

154  

94  

35  

187  

31  

125  

19  
44  

23  
7  

133  

12  
30  

5  
22  

8  2  9  1  

56  

6  
25  24  

10  

0

100

200

300

長崎市 佐世保市 大村市 福岡県 東京都 

（人） 

（転入前の住所） 

就職関係 婚姻・家族関係 住宅事情 進学等関係 その他 

長崎市 佐世保市 大村市 福岡県 東京都 その他県内 その他県外

就職関係 154 94 35 187 31 249 400

婚姻・家族関係 125 19 44 23 7 68 63

住宅事情 133 12 30 5 0 72 21

進学等関係 22 8 2 9 1 56 26

その他 56 6 25 24 10 43 66

総計 490 139 136 248 49 488 576

81.1  

50.5  

23.8  

6.2  

6.2  

5.0  

4.3  

2.2  

1.5  

安定した雇用の供給 

結婚祝い金などの経済的支援 

婚活イベントなどによる出会いの場の提供 

結婚相談窓口（仲立ち） 

結婚を推奨するようなＰＲ 

その他 

交際術やマナーなどを学ぶ講座 

若い世代（学生）への結婚に関する講習会 

無回答 
（n=323） 

（％） 
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【第３－２－１０図】 市外・県外への転出理由（転出先の住所別） 

 

 

 

 

 

 

③ 移住等に関する住民意識アンケートによる調査結果 

平成２７年９月に長崎県、佐賀県の市町及び福岡市在住の１０代～８０

代を対象に移住等に関するＷＥＢアンケート調査を行った。 

【第３－２－１１図】 年代別の本市への居住希望 
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0
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200

300

長崎市 佐世保市 大村市 福岡県 東京都 

（人） 

（転出先住所） 

就職関係 婚姻・家族関係 住宅事情 進学等関係 その他 

長崎市 佐世保市 大村市 福岡県 東京都 その他県内 その他県外

就職関係 183 85 63 252 77 204 521

婚姻・家族関係 144 20 115 19 8 86 57

住宅事情 124 8 90 16 3 41 19

進学等関係 18 2 1 32 14 5 53

その他 60 4 26 19 9 26 36

総計 529 119 295 338 111 362 686
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33.3 
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33.3 

26.6 

20.0 

31.6 
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25.3 

21.6 
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33.3 

17.3 

30.0 

14.0 

14.2 

18.8 

20.1 

16.1 

0 20 40 60 80 100

全体(800) 

10代 (10) 

20代 (57) 
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40代(245) 
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60代 (87) 
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80代  (3) 

※（ ）内の数字は回答数 

（％） 

ぜひ住んでみたい（諫早市に住み続けたい） 
どちらかといえば住んでみたい 
わからない 
あまり住んでみたくない 
全く住んでみたくない 

（n=800） 
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【第３－２－１２図】 本市に住んでみたいと思うその理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－２－１３図】 本市に住んでみたくないと思うその理由 

※第３－２－１１図において、「あまり住んでみたくない」、「あまり住んでみたくない」

を選択した方が複数回答。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.9 

4.0 

5.5 

7.0 

7.3 

9.2 

11.0 

15.8 

18.3 

20.1 

27.1 

27.1 

29.7 

30.4 

41.0 

41.4 

行政サービスが充実している (8) 

その他： (11) 

魅力的な（働きたい）職場がたくさんある (15) 

学校教育が良い (19) 

公共施設が整っている (20) 

子育て環境が整っている (25) 

医療・福祉施設が整っている (30) 

買い物をするのに便利 (43) 

街の雰囲気が良い (50) 

地価や家賃が安い (55) 

通勤・通学に便利 (74) 

両親が住んでいる (74) 

知人や仲間が住んでいる (81) 

交通アクセスが充実している (83) 

自然環境が豊か (112) 

居住環境が良い (113) 

※（ ）内の数字は回答数 

（％） 

（n=273） 

2.3 

2.8 

3.1 

3.7 

6.6 

8.0 

8.0 

8.5 

10.5 

12.0 

23.4 

25.1 

25.1 

26.8 

30.2 

53.6 

自然環境が乏しい (8) 

その他： (10) 

学校教育が悪い (11) 

子育て環境が悪い (13) 

行政サービスが悪い (23) 

地価や家賃が高い (28) 

医療・福祉施設に不満がある (28) 

居住環境が悪い (30) 

公共施設が整っていない (37) 

街の雰囲気が悪い (42) 

魅力的な（働きたい）職場が無い (82) 

通勤・通学に不便 (88) 

家族や知人がいない (88) 

買い物をするのに不便 (94) 

交通アクセスが悪い (106) 

今の住んでいる街に満足しているから (188) 

※（ ）内の数字は回答数 

（％） 

（n=351） 
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【第３－２－１４図】 移住先の地域を選ぶ条件 

※過去１０年に移住経験があるか、今後移住の可能性がある方が複数回答。 
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65.3 
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52.7 

45.9 

38.8 

33.1 

29.2 
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18.7 
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3.4 

居住環境 (331) 

交通アクセス (305) 
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ウ 本市の人口の将来展望 

【第３－２－１５図】 本市の年齢３区分別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－２－１６図】 本市の高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－２－１７図】 本市の出生数と死亡数 
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【第３－２－１８図】 本市の自然増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第３－２－２０図】 10 歳から 14歳の人口が 20年後に何人になるのか。 
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